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平成 22 年度 パートタイム労働法の施行状況等について 

－改正法施行後３年間の状況と今年度の取組について― 

 

短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成５年法律第 76 号。以下「パートタイム

労働法」といいます。）は、平成 19年に改正され、平成 20年４月１日より施行されています。 

施行後３年間の管内の状況を踏まえた今年度の取組についてとりまとめました。 

 

 

－ 概 要 － 

 

１．平成 22 年度のパートタイム労働法の施行状況について 

  平成 22 年度のパートタイム労働法の施行状況を取りまとめました。 

【法施行状況のポイント】 

・相談件数は、102 件であり、事業主からの相談が最多となっています。 

・相談内容のうち、「短時間雇用管理者の選任」及び「その他」を除いて、最も多いも

のは「通常の労働者への転換推進措置」に関するものであり、次いで「労働条件の

文書交付等」「賃金の均衡待遇」に関するものが多くなっています。 

・雇用均等室による是正指導件数は 400 件であり、「通常の労働者への転換推進措置」

に関するものが多くなっています。 

 

 

２．短時間労働者等への法及び相談窓口の周知 

現下の厳しい雇用情勢により、短時間労働者等の雇用管理の悪化が懸念されつつも、

相談件数としては増加が見られないところです。 

そこで、短時間で働いている、もしくはこれから短時間で働きたい労働者に対し、広

く法や制度及び相談窓口を周知し、気軽に相談できる環境を整えるため、広報資料を作

成しました（資料１）。 

 

 

３．均衡待遇・正社員化推進奨励金の創設 

平成 23 年度より、中小企業雇用安定化奨励金（支給機関：労働局職業安定部）及び短

時間労働者均衡待遇推進等助成金（支給機関：財団法人２１世紀職業財団）が整理・統

合され、新たな奨励金として「均衡待遇・正社員化推進奨励金」（支給機関：労働局雇用

均等室）が創設されました。 
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１．平成 22 年度 法の施行状況について 

（１）茨城労働局雇用均等室への相談 

◆ 平成 22 年度のパートタイム労働に関する相談件数は、102 件であり、その内訳は、事業

主からの相談が、45 件（44.1%）、短時間労働者からの相談が 40件（39.2%）を占めている。

（表１、図１） 

◆ 相談内容のうち、「短時間雇用管理者の選任」及び「その他（年休、解雇、社会保険等）」

を除いて、最も多いものは「通常の労働者への転換促進措置」に関するもので 16 件（15.7%）。

次いで、「労働条件の文書交付等」が 7 件（6.9%）、「賃金の均衡待遇」が 6 件（5.9%）とな

っている。 

◆ 昨年度の管内の相談状況を全国と比較すると、「その他」「短時間雇用管理者の選任」の相

談割合が高く、「労働条件の文書交付等」「指針」に関する割合が低くなっている。 

表１ 相談者別相談内容の内訳                      （単位：件） 

管内 全国 

  

短時間労

働者 
事業主 その他 

合計 割合 合計 割合 

６条（労働条件の文書交付等） 4 2 1 7 6.9% 809 12.8%

７条（就業規則の作成手続） 0 0 0 0 0.0% 182 2.9%

８条（差別的取扱いの禁止） 2 0 0 2 2.0% 406 6.4%

９条（賃金の均衡待遇） 3 1 2 6 5.9% 404 6.4%

１０条（教育訓練） 0 0 0 0 0.0% 143 2.3%

１１条（福利厚生施設） 1 0 0 1 1.0% 134 2.1%

１２条（通常の労働者への転換） 5 8 3 16 15.7% 937 14.9%

１３条（待遇に関する説明） 3 0 2 5 4.9% 367 5.8%

１４条（指針） 1 1 1 3 2.9% 476 7.5%

１５条（短時間雇用管理者の選任） 0 17 0 17 16.7% 210 3.3%

その他（年休、解雇、社会保険等） 21 16 8 45 44.1% 2,239 35.5%

合  計 40 45 17 102 100.0% 6,307 100.0%

注）第 14 条（指針関係）とは、法定措置を講ずるに当たっての留意事項等を明らかにするために定めた指針に関

することを指す。 

 

図１ 管内の相談件数の推移と傾向 

  

注）その他とは、労働者の家族やフルタイム勤務の非正規労働者等を指す。 



（２）茨城労働局雇用均等室における指導（法第 16 条） 

◆ 平成 22 年度は、247 事業所に対し報告徴収を実施し、このうち何らかの法違反が確認さ

れた 204 事業所に対し、400 件の是正指導を行った（表２、図２） 

◆ 是正指導の内容としては、「通常の労働者への転換推進措置」に関するものが 183 件

（45.8％）、「労働条件の文書交付等」に関するものが 99件（24.8％）となっている。 

◆ 管内の指導状況を全国と比較すると、「通常の労働者への転換推進措置」に関する是正指

導の割合が高く、法に沿った措置の実施を一層促進していく必要がある。 

 

表２ 是正指導件数 

管内 全国 

  合計 割合 合計 割合 

６条（労働条件の文書交付等） 99 24.8% 6,133 23.5%

７条（就業規則の作成手続） 9 2.3% 2,963 11.4%

８条（差別的取扱いの禁止） 0 0.0% 3 0.0%

９条（賃金の均衡待遇） 9 2.3% 1,323 5.1%

１０条（教育訓練） 0 0.0% 300 1.1%

１１条（福利厚生施設） 0 0.0% 3 0.0%

１２条（通常の労働者への転換） 183 45.8% 7,193 27.6%

１３条（待遇に関する説明） 1 0.3% 1 0.0%

１５条（短時間雇用管理者） 98 24.5% 5,094 19.5%

その他（指針等） 1 0.3% 3,078 11.8%

合  計 400 100.0% 26,091 100.0%

 

図２ 管内の報告徴収件数、是正指導件数 

 
注１：報告徴収とは、事業所への現地実情調査等を行うことのほか、法の施行に関し必要な事項につき事業主から

報告を求めることをいう。 

注２：平成 21 年２月より、都道府県労働局雇用均等室に配置されている「均衡待遇・正社員化推進プランナー」

が増員されている。 

 

（３）都道府県労働局長による紛争解決の援助（法第 21 条） 

  平成 22 年度は、都道府県労働局長による紛争解決援助制度の申立はありませんでした。 

 



 

２．短時間労働者等への法及び相談窓口の周知 

管内において、パートタイム労働法の改正初年度である平成 20年度における短時間労

働者からの相談件数は 94 件でしたが、平成 21年度は 29 件、平成 22 年度は 40 件と、現

下の厳しい雇用情勢により、短時間労働者等の雇用管理の悪化が懸念されつつも、相談

件数としては、目立った増加は見られないところです。（図１） 

しかしながら、相談内容から、パートタイムで働く方の中には、パートタイム労働法

の内容や労働関係法令を知らない、労働基準法等は知っていても、パートタイム労働者

には適用がないのではないか、自分の待遇に疑問は持っているが法律上問題が生じてい

るものなのか分からない、といった状況がうかがわれます。 

そこで、短時間で働いている、もしくはこれから短時間で働きたい労働者に対し、良

好な雇用関係の継続、トラブル防止のためにもパートタイム労働者に適用される法律や

制度を知っておくことが重要であることから、パートタイム労働法や制度、相談窓口に

ついて気軽に相談できる環境を整えるため、広報資料を作成しました（資料１）。 

近日中に関係機関・関係団体に対し、広報への協力依頼を行う予定です。 

 

 ※ 夜間、土曜日におけるご相談は、厚生労働省委託事業として全国社会保険労務士会連合会にお

いて対応しています（資料２）。 

 

 

３．均衡待遇・正社員化推進奨励金の創設 

平成 23 年度より、中小企業雇用安定化奨励金（支給機関：労働局職業安定部）及び短時

間労働者均衡待遇推進等助成金（支給機関：財団法人２１世紀職業財団）が整理・統合さ

れ、新たな奨励金として「均衡待遇・正社員化推進奨励金」（支給機関：労働局雇用均等室）

が創設されました（図３）。 

本奨励金は、パートタイム労働者や有期契約労働者の雇用管理の改善を図るため、 

①正社員への転換制度、 

②正社員と共通の処遇制度、 

③正社員と共通の教育訓練制度、 

④短時間正社員制度、 

⑤法令上実施義務のないパートタイム労働者等に対する健康診断制度、 

のいずれかの制度を労働協約または就業規則に新たに設け、実際に制度を適用した事業主

に対して支給するものです。 

当室においては、本奨励金を活用することにより、事業所におけるパートタイム労働者

や有期契約労働者の雇用管理の改善を図ることとしており、今後、同奨励金に関する説明

会を開催（11 月予定）することとしています。 



 

図３  均衡待遇・正社員化推進奨励金の概要  

①正社員転換制度  ◆ 

Ⅰ 制度導入（対象労働者１人目）  

正社員へ転換するための試験制度を導入し、実際に１人以上転換させた事業

主に支給 

１事業主につき ４０万円 

（大企業：３０万円） 

 

Ⅱ 転換促進（対象労働者２人目～１０人目） 

 ２人以上転換させた事業主に対して、対象労働者１０人目まで支給 

労働者１人につき２０万円

（大企業：１５万円） ※ 

②共通処遇制度  ◆ 

  正社員と共通の処遇制度を導入し、実際に対象労働者に適用した事業主に支給

１事業主につき ６０万円 

（大企業：５０万円） 

③共通教育訓練制度  ◆ 

正社員と共通の教育訓練制度（OFF-JT に限る）を導入し、１人につき６時間以上

の教育訓練制度を延べ１０人以上（大企業は３０人以上）に実施した事業主に支給 

１事業主につき ４０万円 

（大企業：３０万円） 

④短時間正社員制度  ◇ 

Ⅰ 制度導入（対象労働者１人目）  

短時間正社員制度を導入し、実際に１人以上に適用した事業主に支給 

１事業主につき ４０万円 

（大規模：３０万円） 

 

Ⅱ 定着促進（対象労働者２人目～１０人目） 

 ２人以上に適用した事業主に対して、対象労働者１０人目まで支給 

労働者１人につき２０万円

（大規模：１５万円） ※ 

⑤健康診断制度  ◆ 

パートタイム労働者・有期契約労働者に対する健康診断制度（＊法令上実施義務

があるものを除く）を導入し、実際に延べ４人以上に実施した事業主に支給。 

１事業主につき ４０万円 

（大企業：３０万円） 

※印の制度は、対象労働者が母子家庭の母等である場合は、金額が加算されます。 

 

◆印（①②③⑤）における中小企業・大企業の定義 

 中小企業：下表の①②の要件を両方またはどちらか一方を満たず事業主。 大企業：左記以外。 

産業分類 常時雇用する労働者数 資本金等 

小売業（飲食店を含む） ５０人以下 ５千万円以下 

サービス業 １００人以下 ５千万円以下 

卸売業 １００人以下 １億円以下 

その他（建設業、製造業など） ３００人以下 ３億円以下 

 

◇印（④）における中小規模事業主・大規模事業主の定義 

 中小規模：常時雇用する労働者が 300 人を超えない事業主。 大規模：左記以外。 
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